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次世代育成支援対策推進法
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代表取締役社長 白 石 光 重

社員の働き方を見直し、仕事と子育てを両立させることができ、また、すべての社員がその

能力を発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。

1.計 画期間

令和 8年 4月 1日 ～ 令和 11年 3月 31日  の 3年間

2.内   容
目標 1 計画期間内に、男性社員の育児休業取得率を20%以上とする。
<姑策 >

令和 8年 4月 ～ 各職場における休業者の業務カバー体制の検討 (業務体制

の見直し、個人営業からチーム営業への転換)。 実施

目標 2:計画期間内に、全社員の時間外・休 日労働時間を 1人当たり月平均 10時間未満
とする。

<対策 >
令和 8年 4月 ～ 時間外・休日労働時間の過多社員に対しての面談と指導

の実施

業務量の見直しと平準化などの取組実施令和 9年 1月 ～

目標 3:計画期間内に、育児休業の取得者がいる部署の所属社員や当事者を支援 している
社員に対して育児休業職場応援手当を支給する。

<対策 >
令和 8年 4月 ～

令和 8年 7月 ～

令和 9年 4月 ～

職場応援手当の対象者の範囲を検討する。

職場応援手当の詳細を検討のうえ規定を作成する。

職場応援手当の規定を周知すると同時に、育児休業を

職場全体で受け入れて支える企業風土を醸成 し、気兼ね

なく育児と仕事の両立ができるようにする。

目標 4 計画期 間内イ 管理職イ 占め る女性労働者 の 害ll
△
日 を 1 0 % 以 上 イこ増やす

<対策 >
令和 8年 7月 ～

令和 8年 9月 ～

令和 9年 2月 ～

令和10年 1月 ～

現在、雇用管理区分が実務職となつている女性社員に

職種変更や役職昇格についての希望の有無を確認する。

職種変更や役職昇進希望の有無の調査結果踏まえ、状況に

よつては、雇用管理区分そのものを撤廃することを検討

する。

また、女性社員の職種変更や役職昇格を実施する場合の

課題ッ点を分析する。

上記の課題についての解消策を検討する。

役職昇格や職種変更を希望する女性社員について、

個々に検討し、能力があると認められる場合は所課長級に

昇格させる。
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